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指定短期入所生活介護事業所サンホームみやこ（介護予防）管理運営規程 

（事業の目的） 

第１条  社会福祉法人若竹会が開設する指定短期入所生活介護事業所サンホームみやこ（以下「事業

所」という。）が行う介護予防短期入所生活介護の事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するた

めに人員及び管理運営に関する事項を定め、高齢者等の自立支援という観点に立って、要支援状態に

ある在宅の高齢者等（以下「利用者」という。）を一時的に施設に入所させることにより、これらの者の心身

機能の維持回復を図り、生活機能の維持向上を目指すものとする。 

（運営の方針） 

第２条  事業所の生活相談員、機能訓練指導員、看護師・准看護師及び介護福祉士・介護士（以下「介護

職員等」という。）は、利用者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じた短期入所生活を営むこ

とができるよう、入浴、排泄、食事の介護その他の短期入所生活全般にわたる支援を行う。 

２  事業の実施にあたっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービス及び介護予防支援事業者と

の綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

３ 利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるとともに、利用者及びその

家族のニーズを的確に捉え、個別に介護予防短期入所生活介護計画を作成することにより、利用者が

必要とする適切なサービスを提供する。 

４ 利用者またはその家族に対し、サービスの内容及び提供方法について分り易く説明し、適切な介護技

術をもってサービスを提供する。 

（事業所の名称等） 

第３条  事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

（１） 名称 指定短期入所生活介護事業所サンホームみやこ 

（２） 所在地 宮古市崎鍬ヶ崎第 4 地割 1 番地 20 

（職員の区分及び定数） 

第４条 職員の区分及び定数は、次のとおりとする。ただし、併設する特別養護老人ホームの空床を利用し

て行う介護予防短期入所生活介護の職員の区分及び定数は特別養護老人ホームサンホームみやこ管

理運営規程第４条に準ずる。 

（１） 所長（管理者） 1 人 

（２） 医師（嘱託） 1 人 

（３） 生活相談員 1 人以上 

（４） 看護師または准看護師 1 人以上 

（５） 介護福祉士及び介護士 6 人以上 

（６） 機能訓練指導員 1 人 

（７） 栄養士（兼務） 1 人以上 
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（８） 調理員 5 名（他事業所兼務）  

（９） 事務員（兼務）    1 人 

（職員の職務） 

第５条 職員の職務内容は次のとおりとする。 

（１） 所長(管理者) 

所長は、事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行うものとする。 

（２） 医師（嘱託）  

利用者の診療と健康管理及び保健衛生の指導を行うものとする。 

（３） 生活相談員 

利用者及び家族の相談に応じるとともに、適切なサービスが提供されるよう、事業所内のサービスの

調整、介護予防支援事業者等との連携において必要な役割を行う。 

（４） 看護師または准看護師 

利用者の健康状態を的確に把握するとともに、医師の指示による傷病等の処置看護を行う。 

（５） 介護福祉士及び介護士 

サービスの提供にあたり、利用者の心身の状況等を的確に把握し適切な介助を行う。 

（６） 機能訓練指導員 

日常生活に必要な機能の減退防止訓練を行う。 

（７） 栄養士 

食事サービス提供にあたり、栄養管理、調理指導等を行う。 

（８） 調理員 

食事サービス提供にあたり、調理業務等を行う。 

（９） 事務員（兼務） 

必要な事務処理を行う。 

（10） 上記各号に掲げる職種において、利用者の送迎業務にあたる者は、交通法令を遵守し安全運転

を行う。 

（営業日及び営業時間） 

第６条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

（１）  営業日 1 月 1 日から 12 月 31 日 

（２）  営業時間 0 時から 24 時 

（３）  電話等でも、24 時間常時連絡が可能な体制とする。 

（利用者の定員） 

第７条  事業所の利用者の定員は 1 日 20 人とする。ただし、併設する特別養護老人ホームの空床を利用

して行う短期入所生活介護の定員は 50 人とする。 
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（サービスの内容） 

第８条 サービスの内容は次のとおりとする。 

（１） 日常生活動作能力に応じて、必要な介助を行う。 

① 食事の介助 

② 排泄の介助 

③ 入浴の介助 

④ 移動の介助 

⑤ その他必要な身体の介助 

（２） 健康状態の確認 

（３） 利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練並びに利用者の心身の

活性化を図るための各種サービスを提供する。 

① 日常生活動作に関する訓練 

② 行事的活動 

③ 趣味活動等 

（４） 利用者及びその家族の日常生活における介護等に関する相談及び助言を行う。 

① 日常生活動作に関する訓練の相談、助言 

② 福祉用具の利用方法の相談、助言 

③ その他必要な相談、助言 

（介護予防短期入所生活介護計画の作成等） 

第９条 利用期間が 4 日以上の場合、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている状況並びに家族

等介護者の状況を十分に把握し、個別に介護予防短期入所生活介護計画書を作成する。また、すでに

居宅サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿った介護予防短期入所生活介護計画書を

作成する。 

２ 介護予防短期入所生活介護計画の作成、変更の際には、利用者または家族に対し、当該計画の内容

を説明し同意を得る。 

３ 利用者に対し、介護予防短期入所生活介護計画に基づいて各種サービスを提供するとともに、継続的

なサービスの管理、評価を行う。 

（サービスの利用料） 

第１０条 サービスを提供した場合の利用料は介護報酬告示上の額とし、利用者負担額は介護保険負担割

合証の負担率を乗じた額とする。利用者負担額について利用者負担の軽減、公費負担がある場合は、

その負担率を乗じた額とする。 

２ 次条の通常の事業実施地域を越えて行うサービス提供に要した交通費（送迎費）は、次の額を徴収する

ことができる。 

（１） 通常の事業実施地域を超えた時点から、片道 20km 未満 200 円 
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（２） 通常の事業実施地域を超えた時点から、片道 20km 以上 300 円 

３ 次の各号に掲げるものについては、利用料金全額の支払いを受けるものとする。ただし、利用者負担段

階の第 1 段階から第 3 段階に該当する利用者の滞在費及び食費については、その利用者負担限度額

とする。また、利用者負担の軽減がある場合は、滞在費及び食費についてその負担率を乗じた額とす

る。 

（１） 滞在費 個室 1 日あたり  1,231 円  

 多床室 1 日あたり   915 円  

（２） 食費   1 食あたり  620 円  （食材料費及び調理費として） 

（３） 家電製品持込料 1 日・1 点あたり 30 円 （テレビ等、電気ポット、電気毛布等（１１～３月に限る） 

（４） 理美容サービス 1 回あたり1,500 円～4,500 円 （カット、パーマにより値段が異なる。） 

（５） インフルエンザ予防接種料 1 回あたり 実費 

（６） 利用者が希望する特別な食事   実費 

４ 前項の支払いを受ける場合には、利用者またはその家族に対して事前に文書で説明した上で、支払い

に同意する旨の文書に署名(記名押印)を受けることとする。 

５ 利用料の支払いは、現金、口座振込または自動振替等により、指定期日までに受ける。 

（通常の事業実施地域） 

第１１条  通常の事業実施地域は、宮古市の区域とする。ただし、旧田老町、旧新里村、旧川井村を除く。 

（サービス提供記録の記載） 

第１２条 サービスを提供した際には、その提供日及び内容、及び利用者に代わって支払いを受ける介護

報酬の額、その他必要な記録を所定の書面に記載する。 

（秘密保持） 

第１３条 事業所の職員は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密保持を厳守する。 

２ 職員であった者が、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置

を講ずる。 

（苦情処理） 

第１４条 提供したサービスに関する利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、受付窓

口の設置、担当者の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用者または家族に対する説明等必要

な措置を講ずる。 

（損害賠償） 

第１５条 利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やか

に行う。 

（衛生管理） 
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第１６条 職員は、使用する備品等を清潔に保持し、定期的な消毒を施す等、常に衛生に十分留意するも

のとする。 

２ 職員は、感染症若しくは食中毒が発生またはまん延しないよう努めるとともに、施設内において委員会を

組織し、万が一感染症等が発生した場合は施設で定めた業務マニュアル等により必要な措置を講ずる。 

３ 職員は、感染症等に関する知識の習得に努めるものとする。 

（緊急時における対応等） 

第１７条 職員は、介護事故等の発生または再発防止に努めるとともに、施設内において委員会を組織し、

万一介護事故等が発生した場合は施設で定めた業務マニュアル等により必要な措置を講ずる。 

２ 職員は、介護事故予防等に関する知識の習得に努めるものとする。 

（非常災害対策） 

第１８条 サービスの提供中に天災その他の災害が発生した場合、施設で定めた業務マニュアル等により

必要な措置を講ずる。また、所長は日常的に具体的な対処方法、避難経路及び協力機関等との連携方

法を確認し、災害時には避難等の指揮をとる。 

２ 非常災害に備え、定期的に避難訓練を行う。  

（身体拘束の禁止） 

第１９条 施設は、サービスの提供にあたって、入居者又は他の入居者の生命又は身体を保護するために

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入居者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」と

いう。）を行ってはならない。 

２ 施設は、やむを得ず前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録することとする。 

３ 施設は、身体拘束等の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講ずるものとする。 

（１） 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の定期的な開催及び開催結果の施設職員

への周知徹底 

（２） 身体拘束等の適正化のための指針の整備 

（３） 施設職員に対する身体拘束等の適正化のための研修の定期的な実施 

（虐待防止に関する事項） 

第２０条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。 

（１） 虐待を防止するための職員に対する研修の実施 

（２） 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

（３） その他虐待防止のために必要な措置 

２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所職員または養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する

者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものと

する。 
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（その他運営についての留意事項） 

第２１条 介護職員等の質の向上を図るため、研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業務体制を整

備する。 

（１） 採用時研修 採用後 3 ヵ月以内 

（２） 継続研修 随時 

２ 事業所は、この事業を行うため、ケース記録等の必要な記録及び帳簿を整備する。 

３ 利用者は、当該サービスを利用する際は、職員の指示に従わなければならない。 

４ 当事業所が定める夜勤時間は 17 時から翌 9 時とする。 

５ この規程に定めるもののほか、必要な事項については、所長が理事長の承認を得て別に定めることがで

きる。 

附  則 

１ この規程は平成 23 年 12 月 1 日から施行する。 

附  則 

１ 第１０条の条文を「サービスを提供した場合の利用料は介護報酬告示上の額とし、利用者負担額はその

1 割の額とする。利用者負担額について利用者負担の減免、公費負担がある場合は、その負担率を乗

じた額とする。」から「サービスを提供した場合の利用料は介護報酬告示上の額とし、利用者負担額は介

護保険負担割合証の負担率を乗じた額とする。利用者負担額について利用者負担の軽減、公費負担

がある場合は、その負担率を乗じた額とする。」に改正する。 

２ 第１０条３項の条文を「次の各号に掲げるものについては、利用料金全額の支払いを受けるものとする。

ただし、利用者負担段階の第 1 段階から第 3 段階に該当する利用者については、その利用者負担限

度額とする。なお、利用者負担の減免がある場合は、滞在費及び食費についてその負担率を乗じた額と

する。」から「次の各号に掲げるものについては、利用料金全額の支払いを受けるものとする。ただし、利

用者負担段階の第 1 段階から第 3 段階に該当する利用者の滞在費及び食費については、その利用者

負担限度額とする。また、利用者負担の減免がある場合は、滞在費及び食費についてその負担率を乗

じた額とする。」に改正する。 

３ 第１０条２項の条文を「（１）滞在費 個室 1 日あたり 1,150 円 多床室 1 日あたり 320 円」から「（１）滞在

費 個室 1 日あたり 1,150 円 多床室 1 日あたり 370 円」に改正する。 

４ 第１０条３項に「（４）理美容サービス 1 回あたり 1,500 円～4,500 円（カット、パーマにより値段が異な

る。）」を加え、以下を繰り下げる。 

５ この規程は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附  則 
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１ 第１０条２項の条文を「（１）滞在費 個室 1 日あたり 1,150 円 多床室 1 日あたり 320 円」から「（１）滞在

費 個室 1 日あたり 1,150 円 多床室 1 日あたり 840 円」に改正する。 

２ この規程は、平成 27 年 8 月 1 日から施行する。 

附  則 

３ 第１０条２項の条文を「（５）インフルエンザ予防接種料 1 回あたり 2,000 円」から「（５）インフルエンザ予

防接種料 1 回あたり実費」に改める。 

２ この規程は、平成 29 年 2 月 1 日から施行する。 

附  則 

１ 第１０条２項の条文を「（１）通常の事業実施地域から、片道 20km 未満」から「（１）通常の事業実施地域

を超えた時点から、片道 20km 未満」に改正する。 

２ 第１０条２項の条文を「（２）通常の事業実施地域から、片道 20km 以上」から「（２）通常の事業実施地域

を超えた時点から、片道 20km 以上」に改正する。 

３ この規程は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

附  則 

１ 第１０条２項の条文を「（１）滞在費 個室 1 日あたり 1,150 円 多床室 1 日あたり 370 円」を「（１）滞在費 

個室 1 日あたり 1,171 円 多床室 1 日あたり 855 円」に改める。 

２ 第１０条２項の条文を「（２）食費 1 日あたり 1,860 円」を「（２）食費 1 食あたり 620 円」に改める。 

３ この規程は、令和元年 10 月 1 日から施行する。 

附  則 

１ 第１９条を繰り下げ、第１９条に次の条文を加える。 

（虐待防止に関する事項） 

第１９条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。 

（１） 虐待を防止するための職員に対する研修の実施 

（２） 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

（３） その他虐待防止のために必要な措置 

２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所職員または養護者（利用者の家族等高齢者を現に養

護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通

報するものとする。 

２ この規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

附  則 

１ 第４条（８）の区分「調理員（兼務）」を「調理員」に、定数を「5 人以上」から「（委託）」に改める。 

２ この規程は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 
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附  則 

１ 第 4 条（8）調理員の定数を「（委託）」から「5 名（他事業所兼務）」に改める。 

２ 第 10 条 5 項の条文中の「現金または銀行口座振込等により」を「現金、口座振込または自動振替等に

より」に改める。 

３ この規程は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

附  則 

１ 第１０条３項の条文を「（１）滞在費 個室 1 日あたり 1,171 円 多床室 1 日あたり 855 円」を「（１）滞在費 

個室 1 日あたり 1,231 円 多床室 1 日あたり 915 円」に改める。 

２ この規程は、令和 6 年 8 月 1 日から施行する。 

附  則 

１ 第１９条「身体拘束の禁止」に係る条項を加える。 

２ この規程は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。 

 


